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統計トピックスNo.75 

経済センサスでみる12大都市の産業特性と主要産業 

－平成24年経済センサス‐活動調査の分析事例②〔地域分析〕－ 
 

経済センサスは、我が国の事業所及び企業の経済活動の状態を全国的及び地域的に明らかにす

ることなどを目的として創設された統計調査です。平成24年に経理事項の把握に重点を置いた「経

済センサス-活動調査」を初めて実施し、本年８月に地域別の付加価値額などを公表しています。 

本トピックスでは、同調査の集計結果から12大都市1の産業特性や主要産業を明らかにする分析

事例を御紹介します。 

 

要 約 

【12大都市の人口と従業者数】 

○ 12大都市は全国の人口の約２割、従業者数の約３割を占める 

【12大都市の産業特性】 （特化係数を用いた分析） 

○ 「川崎市」の「製造業」、「京都市」の「教育，学習支援業」などが、他市に

比べて従業者数の割合が大きい 

【12大都市の主要産業】 （ＢＮ分析手法を用いた分析） 

○ 周辺地域の経済を支えている12大都市の主要産業は、「卸売業，小売

業」、「情報通信業」、「金融業，保険業」など 

○ 「東京都特別区部」の付加価値額約50兆円のうち、（自地域消費分を上

回る）余剰分は約10兆円 

 

1 本トピックスでは、東京都特別区部及び下記に示す人口 100万人以上の市を「12大都市」として

取り上げます。 

 北海道札幌市、宮城県仙台市、埼玉県さいたま市、神奈川県横浜市、神奈川県川崎市、 

愛知県名古屋市、京都府京都市、大阪府大阪市、兵庫県神戸市、広島県広島市、福岡県福岡市 
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【12大都市の人口と従業者数】 

○ 12大都市は全国の人口の約２割、従業者数の約３割を占める 

12 大都市の事業所数、従業者数及び人口は、表 1のとおりです。 

これらの 12 大都市を合わせると、全国の人口の約２割、従業者数の約３割を占めており、人口

の集中以上に従業者が集中していることがみてとれます。 

また、特に東京都特別区部では、他市に比べ全国に占める従業者数の割合が事業所数の割合を

大きく上回っており、従業者規模の大きい企業等が集中している状況にあるとみられます。 

表１ 12 大都市の事業所数、従業者数及び人口 

事業所数 従業者数 人　　口

（万事業所）
全国に占め
る割合（％）

（万人）
全国に占め
る割合（％）

（万人）
全国に占め
る割合（％）

北海道 札幌市 7.9 1.4 83.2 1.5 191.4 1.5

宮城県 仙台市 4.9 0.8 53.0 0.9 104.6 0.8

埼玉県 さいたま市 4.4 0.8 48.4 0.9 122.2 1.0

東京都 特別区部 56.4 9.8 721.2 12.9 894.6 7.0

神奈川県 横浜市 12.6 2.2 142.9 2.6 368.9 2.9

神奈川県 川崎市 4.4 0.8 51.5 0.9 142.6 1.1

愛知県 名古屋市 12.9 2.2 138.6 2.5 226.4 1.8

京都府 京都市 7.9 1.4 72.7 1.3 147.4 1.2

大阪府 大阪市 20.9 3.6 219.2 3.9 266.5 2.1

兵庫県 神戸市 7.2 1.2 70.9 1.3 154.4 1.2

広島県 広島市 5.6 1.0 57.2 1.0 117.4 0.9

福岡県 福岡市 7.5 1.3 82.8 1.5 146.4 1.1

152.7 26.5 1741.4 31.2 2882.7 22.5

576.8 100.0 5583.7 100.0 12805.7 100.0

12大都市計

全　　　　国

 

図１ 12 大都市の事業所数及び従業者数 
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【12大都市の産業特性】 （特化係数を用いた分析） 

○ 「川崎市」の「製造業」、「京都市」の「教育，学習支援業」などが、他市に比べて従業者 

  数の割合が大きい 

 

12大都市の産業大分類別従業者数は表２のとおりです。表中の（ ）内は各市における全産業

に占める各産業の従業者数の割合です。 

表２－１ 12 大都市の産業大分類別従業者数 
(単位:万人、％)

札幌市 仙台市 さいたま市
東京都

特別区部
横浜市 川崎市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市 広島市 福岡市

12大都市
平均

83.2 53.0 48.4 721.2 142.9 51.5 138.6 72.7 219.2 70.9 57.2 82.8 145.1

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

6.2 4.6 3.5 38.3 9.5 3.4 9.4 3.2 12.5 2.9 4.1 5.5 8.6

(7.5) (8.6) (7.2) (5.3) (6.6) (6.5) (6.8) (4.4) (5.7) (4.1) (7.1) (6.6) (5.9) 

3.9 2.1 4.3 53.6 14.3 8.2 14.7 9.5 22.1 9.0 6.2 3.5 12.6

(4.7) (4.0) (8.9) (7.4) (10.0) (16.0) (10.6) (13.1) (10.1) (12.7) (10.8) (4.2) (8.7) 

3.2 2.3 1.1 74.5 6.2 3.3 6.1 1.4 13.4 1.6 1.8 4.7 10.0

(3.9) (4.3) (2.3) (10.3) (4.3) (6.4) (4.4) (1.9) (6.1) (2.3) (3.2) (5.7) (6.9) 

4.9 3.3 2.9 39.3 8.8 3.3 7.3 3.5 11.2 5.2 3.8 5.4 8.2

(5.8) (6.2) (6.1) (5.4) (6.2) (6.5) (5.3) (4.8) (5.1) (7.3) (6.6) (6.5) (5.7) 

19.2 12.7 11.2 162.3 29.1 8.7 32.7 17.0 53.5 15.7 13.3 19.7 32.9

(23.1) (24.0) (23.1) (22.5) (20.4) (17.0) (23.6) (23.5) (24.4) (22.2) (23.3) (23.8) (22.7) 

2.8 1.9 2.0 37.4 3.7 0.8 4.5 2.0 8.5 1.7 1.8 3.6 5.9

(3.3) (3.7) (4.1) (5.2) (2.6) (1.6) (3.3) (2.7) (3.9) (2.4) (3.2) (4.3) (4.1) 

3.4 1.9 1.6 29.8 5.0 1.6 4.2 2.4 8.7 2.3 1.9 2.9 5.5

(4.1) (3.6) (3.4) (4.1) (3.5) (3.1) (3.1) (3.3) (4.0) (3.2) (3.4) (3.5) (3.8) 

2.9 1.9 1.4 37.7 6.0 3.0 5.2 2.1 9.5 2.2 1.9 3.0 6.4

(3.4) (3.7) (2.9) (5.2) (4.2) (5.7) (3.7) (2.9) (4.3) (3.0) (3.3) (3.6) (4.4) 

8.7 5.1 4.8 68.8 14.4 5.0 15.1 9.7 22.3 8.7 5.4 9.0 14.7

(10.4) (9.6) (10.0) (9.5) (10.1) (9.8) (10.9) (13.3) (10.2) (12.3) (9.4) (10.9) (10.2) 

4.2 2.1 2.4 27.6 6.5 2.4 6.3 3.2 8.6 3.2 2.4 3.4 6.0

(5.0) (4.0) (4.9) (3.8) (4.6) (4.7) (4.6) (4.4) (3.9) (4.6) (4.2) (4.1) (4.2) 

2.9 2.7 1.9 23.8 5.5 1.7 5.2 4.4 4.9 2.7 2.0 3.4 5.1

(3.5) (5.1) (3.9) (3.3) (3.9) (3.4) (3.7) (6.1) (2.2) (3.8) (3.5) (4.1) (3.5) 

10.6 5.4 4.7 43.8 18.1 5.3 11.4 8.2 17.0 9.1 6.2 8.4 12.4

(12.7) (10.2) (9.8) (6.1) (12.7) (10.3) (8.3) (11.3) (7.8) (12.8) (10.9) (10.1) (8.5) 

10.0 6.4 6.3 81.3 14.9 4.5 15.4 5.8 26.1 6.4 5.9 9.7 16.1

(12.0) (12.2) (12.9) (11.3) (10.4) (8.7) (11.1) (8.0) (11.9) (9.0) (10.3) (11.7) (11.1) 

（注）「他のサービス業」は「複合サービス事業」と「サービス業（他に分類されないもの)」の合計

　　　なお、12大都市平均の従業者数の構成比が１％に満たない「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」及び「電気・ガス・熱供給・水道業」は表章していない。

卸売業，小売業

全産業
（公務を除く）

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

医療，福祉

他のサービス業

金融業，保険業

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，専門・
技術サービス業

宿泊業，
飲食サービス業

生活関連サービス
業，娯楽業

教育，学習支援業

 

ここで、表２のデータを基に、産業別の従業者数の市全体に占める割合（構成比）から特化係

数を計算し、各市の産業の特性を見ていくことにします。 

  【特化係数の計算方法】 

    12 大都市平均の産業別従業者数の構成比を基準として、各市の構成比の特化係数を 

次式により計算する。 

           

 

ここで求めた特化係数は、12大都市平均を基準（＝１）として、各市においては１より大きけ

れば大きいほど他市に比べて従業者数の割合が大きく、１より小さければ小さいほど他市に比べ

て従業者数の割合が小さいことになります。特化係数をみることにより、都市型の産業の共通性

（どの都市も「卸売業，小売業」が多いなど）や都市の規模による差違（どの産業も「東京都特

別区部」が多いなど）といった影響を除いて、各市の相対的な産業の特性を浮き彫りにすること

ができます。 

当該市の構成比

12大都市平均の構成比
＝特化係数

- 3 - 

 



 
 
12大都市の産業別従業者数の構成比の特化係数は表２－２のとおりです。またこれをレーダー

チャートにグラフ化したものが、図２になります。 

これらの特化係数から、「川崎市」の「製造業」、「京都市」の「教育，学習支援業」などが他市

に比べて従業者数の割合が大きいことが明らかになります。 

         

表２－２ 12大都市の産業大分類別従業者数の構成比の特化係数 

 

 

図２ 12大都市の産業大分類別従業者数の構成比の特化係数 

※目盛は 0.2刻み。背面にあるのが 12大都市平均（各産業＝１）。 

札幌市                                      仙台市 

1.3

1.5

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業

1.5

1.4

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業  
さいたま市                                 東京都区部 

 

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業

1.5

1.3

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業  
 

- 4 - 

 



 
 

横浜市                             川崎市 

1.5

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業

1.8

1.3

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業  

名古屋市                            京都市 

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業

1.5

1.3

1.7

1.3

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業   

大阪市                             神戸市 

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業

1.5

1.3

1.5

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業  

広島市                              福岡市 

1.3

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業  
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【12大都市の主要産業】 （ＢＮ分析手法を用いた分析） 

○周辺地域の経済を支えている12大都市の主要産業は、「卸売業，小売業」、「情報通信

業」、「金融業，保険業」など 

○ 「東京都特別区部」の付加価値額約50兆円のうち、（自地域消費分を上回る）余剰分

は約10兆円 

12 大都市の産業大分類別付加価値額 2は表３－１のとおりです。表中の（ ）内は各市における

産業別の合計に占める各産業の付加価値額の割合です。 

表３－１ 12 大都市の産業大分類別付加価値額 

(単位:億円、％)

札幌市 仙台市 さいたま市
東京都

特別区部
横浜市 川崎市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市 広島市 福岡市 全国

31,973 25,355 23,617 497,576 66,467 26,124 68,606 27,406 116,522 31,478 24,957 37,983 2,446,672

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

2,557 2,418 1,724 22,674 4,413 1,471 5,127 1,399 6,972 1,369 1,880 2,732 156,861

(8.0) (9.5) (7.3) (4.6) (6.6) (5.6) (7.5) (5.1) (6.0) (4.3) (7.5) (7.2) (6.4) 

1,433 1,019 2,152 30,541 8,376 6,894 7,955 4,576 11,732 6,105 3,040 1,442 485,929

(4.5) (4.0) (9.1) (6.1) (12.6) (26.4) (11.6) (16.7) (10.1) (19.4) (12.2) (3.8) (19.9) 

2,401 1,987 812 68,510 3,986 2,224 5,305 806 12,878 914 1,716 3,949 131,366

(7.5) (7.8) (3.4) (13.8) (6.0) (8.5) (7.7) (2.9) (11.1) (2.9) (6.9) (10.4) (5.4) 

1,558 1,297 1,248 22,843 4,479 1,704 4,483 1,200 6,008 2,279 1,366 2,283 140,974

(4.9) (5.1) (5.3) (4.6) (6.7) (6.5) (6.5) (4.4) (5.2) (7.2) (5.5) (6.0) (5.8) 

8,425 7,645 5,796 113,613 13,097 3,402 18,281 6,234 34,002 7,751 6,525 10,012 513,002

(26.4) (30.2) (24.5) (22.8) (19.7) (13.0) (26.6) (22.7) (29.2) (24.6) (26.1) (26.4) (21.0) 

2,604 2,735 4,460 58,912 6,555 1,396 5,567 2,697 11,464 2,312 2,112 3,907 188,048

(8.1) (10.8) (18.9) (11.8) (9.9) (5.3) (8.1) (9.8) (9.8) (7.3) (8.5) (10.3) (7.7) 

1,579 994 946 27,037 3,534 870 2,717 1,052 6,428 1,170 1,118 1,732 82,818

(4.9) (3.9) (4.0) (5.4) (5.3) (3.3) (4.0) (3.8) (5.5) (3.7) (4.5) (4.6) (3.4) 

1,257 843 722 38,789 4,809 2,468 3,448 1,164 5,563 1,162 772 1,706 111,201

(3.9) (3.3) (3.1) (7.8) (7.2) (9.4) (5.0) (4.2) (4.8) (3.7) (3.1) (4.5) (4.5) 

1,338 778 767 11,251 2,264 761 2,277 1,464 3,248 1,346 747 1,406 79,385

(4.2) (3.1) (3.2) (2.3) (3.4) (2.9) (3.3) (5.3) (2.8) (4.3) (3.0) (3.7) (3.2) 

979 511 564 9,355 2,035 667 1,808 680 2,186 799 745 1,578 65,084

(3.1) (2.0) (2.4) (1.9) (3.1) (2.6) (2.6) (2.5) (1.9) (2.5) (3.0) (4.2) (2.7) 

993 965 538 10,162 1,870 518 1,680 1,806 1,753 970 627 1,223 57,320

(3.1) (3.8) (2.3) (2.0) (2.8) (2.0) (2.4) (6.6) (1.5) (3.1) (2.5) (3.2) (2.3) 

3,962 2,314 1,913 43,720 5,740 2,119 4,565 2,880 5,933 3,120 2,161 3,319 254,938

(12.4) (9.1) (8.1) (8.8) (8.6) (8.1) (6.7) (10.5) (5.1) (9.9) (8.7) (8.7) (10.4) 

2,456 1,732 1,609 33,160 4,073 1,328 4,340 1,280 7,595 1,812 1,654 2,486 141,157

(7.7) (6.8) (6.8) (6.7) (6.1) (5.1) (6.3) (4.7) (6.5) (5.8) (6.6) (6.5) (5.8) 

（注）「他のサービス業」は「複合サービス事業」と「サービス業（他に分類されないもの)」の合計

　　　なお、全国における構成比が1％前後の「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」及び「電気・ガス・熱供給・水道業」は表章していない。

医療，福祉

他のサービス業

金融業，保険業

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，専門・
技術サービス業

宿泊業，
飲食サービス業

生活関連サービス
業，娯楽業

教育，学習支援業

卸売業，小売業

合計

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

 

ここで、表３－１のデータを基に、ＢＮ分析（Basic-Nonbasic 分析、経済基盤活動-非経済基

盤活動分析）手法を用いて、12 大都市の経済活動を分析します。 

ＢＮ分析手法とは、産業別の地域の経済活動を「自地域消費分を上回る余剰分がある活動」（経

済基盤活動）と「自地域消費分と同等あるいはそれ以下の活動」（非経済基盤活動）に判別し、そ

れぞれの活動規模を推計する、地域経済分析手法の一つです。 

ＢＮ分析手法では、ある地域の経済活動が全地域の平均的な水準を上回る部分を「自地域消費

分を上回る余剰分」に相当するとみなします（この余剰分は周辺の他地域、すなわち自地域内の

経済活動では自己消費分に足りていない他の地域で消費されていると考えます。）。したがって、

ＢＮ分析手法において経済基盤活動と判別された産業は言わば「周辺地域の経済を支えている」

産業であるということが言えます。 

2 付加価値額とは、企業の生産活動によって新たに産み出された価値のことです。８頁の「用語

等の解説」を御参照ください。なお、付加価値額は必要な事項の数値が得られた企業を対象とし

て集計しています。 
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 平成 24年経済センサス-活動調査では、詳細な地域の付加価値額を新たに公表しました。そこ

で、本トピックスでは、この付加価値額をＢＮ分析に活用しました。具体的には全国の付加価値

額の合計に占める各産業の割合（構成比）を基準とし、各市の産業別の付加価値額からＢＮ分析

手法による経済基盤活動を判別し、経済基盤活動に相当する額（経済基盤活動の付加価値額）を

推計しました（分析手順の詳細は８頁を御参照ください。）。結果は表３－２のとおりです。 

 これによると、12大都市の主要な経済基盤活動は「卸売業，小売業」、「情報通信業」、「金融業，

保険業」などとなっており、これらが周辺地域の経済を支えている 12大都市の主要産業となって

いると考えられます。また、例えば「東京都特別区部」や「横浜市」と「川崎市」では「学術研

究，専門・技術サービス業」が、「京都市」や「神戸市」では「宿泊業，飲食サービス業」が主要

産業となっているなど、都市によって違うところもみられます。 

 経済基盤活動の付加価値額については、例えば「東京都特別区部」における付加価値額の合計

約 50兆円のうち約 10兆円（合計に占める割合 20.9％）が（自地域消費分を上回る）余剰分（他

地域で消費される分）に相当するとみることができます。 

 

表３－２ 12 大都市の主要経済基盤活動（主要産業）及び経済基盤 

     活動の付加価値額（(自地域消費分を上回る)余剰分） 

各市における
付加価値額の
合計（億円）

主要経済基盤活動
（主　要　産　業）

経済基盤活動
の付加価値額

（億円）

 各市の付加
 価値額の合
 計に占める
 割合 （％）

札幌市 31,973
　卸売業,小売業、情報通信業、医療,福祉、他のサービス業、
　建設業、不動産業,物品賃貸業

5,512 17.2

仙台市 25,355 　卸売業,小売業、建設業、金融業,保険業、情報通信業 5,311 20.9

さいたま市 23,617 　金融業,保険業、卸売業,小売業 4,182 17.7

東京都
特別区部

497,576 　情報通信業、金融業,保険業、学術研究,専門・技術サービス業 103,849 20.9

横浜市 66,467
　学術研究,専門・技術サービス業、金融業,保険業、
　不動産業,物品賃貸業、運輸業,郵便業

7,079 10.6

川崎市 26,124 　製造業、学術研究,専門・技術サービス業、情報通信業 4,007 15.3

名古屋市 68,606 　卸売業,小売業、情報通信業、建設業 8,562 12.5

京都市 27,406
　教育,学習支援業、金融業,保険業、宿泊業,飲食サービス業、
　卸売業,小売業

2,966 10.8

大阪市 116,522 　卸売業,小売業、情報通信業 22,324 19.2

神戸市 31,478 　卸売業,小売業、運輸業,郵便業、宿泊業,飲食サービス業 2,278 7.2

広島市 24,957 　卸売業,小売業、情報通信業、建設業、不動産業,物品賃貸業 2,944 11.8

福岡市 37,983
　卸売業,小売業、情報通信業、金融業,保険業、
　生活関連サービス業,娯楽業

7,152 18.8

12大都市

 

 (注) 主要経済基盤活動は、各産業の経済基盤活動の付加価値額の大きい順に並べている。８頁参照。 
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【本トピックスにおけるＢＮ分析手法の分析手順】 

 （経済基盤活動の判定） 

①全国及び各市の産業大分類別付加価値額の構成比を計算する。 

②①の各市の値を全国の値で割って各市の特化係数を算出する。 

③②の特化係数 1を上回る残りの分が経済基盤活動を表し、1を下回るときは経済基盤活動 

ではないとみなす。 

 （経済基盤活動及びその割合）  

①経済基盤活動の付加価値額は、当該市の当該産業大分類別の付加価値額に（特化係数－１） 

／（特化係数）を乗じたものとする。 

②当該市の経済基盤活動の付加価値額の割合は、①の合計額の、当該市の付加価値額の合計 

に対する割合とする。 

（主要経済基盤活動の判定） 

①当該市の全経済基盤活動の付加価値額に占める各産業の経済基盤活動の付加価値額の割合 

を算出する。 

②①の大きい順に経済基盤活動の各組合せを考え、それぞれの組合せで構成する産業の構成 

 比が同一であった場合の値（理論値）と、各産業の実際の構成比（実際値）との偏差平方 

和（Σ（実際値－理論値）２ ）を計算し、それが最小である組合せをもって、主要な経済 

基盤活動とみなす（「修正ウィーバー法」）。 

 

 

【用語等の解説】 

○付加価値額とは 

付加価値額とは、企業の生産活動によって新たに生み出された価値のことです。 

平成 24年経済センサス-活動調査の集計では、以下の算式を用いて調査項目から計算し

ています。 

付加価値額 ＝ 売上高 － 費用総額 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課 

なお、「売上高」には、本調査で把握した経理項目のうち「売上（収入）金額」又は「経

常収益」を用います（本調査では「金融業，保険業」の会社、会社以外の法人及び法人で

ない団体は「経常収益」を把握しています。）。 

また、地域別の付加価値額は、企業単位で把握した付加価値額を事業従事者数により傘

下事業所にあん分した事業所単位の付加価値額を合算して求めています。 

○各項目の把握の時点について 

    平成 24年経済センサス-活動調査においては、売上（収入）金額、費用等の経理事項は

平成 23年１年間、事業所数、従業者数等の経理事項以外の事項は平成 24年２月１日現在

の数値を把握しています。 

 
※用語等については、下記 URL の「用語の解説」を御参照ください。 

  http://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/kakuho/yougo.htm 
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【データの出所】 

 

○本トピックスでは、下記の統計表のデータを用いています。 

  

〔人口〕    

平成22年国勢調査結果     

→人口等基本集計 

→第１表  人口，人口増減，面積及び人口密度－全国，全国市部，全国郡部，都道府県， 

市部，郡部，市町村・旧市町村  

    

〔事業所数、従業者数〕    

平成24年経済センサス-活動調査結果 

→事業所に関する集計    

  →産業横断的集計 

         →第１表  経営組織（４区分）別民営事業所数，男女別従業者数及び1km2当たり事業所数 

及び従業者数－全国，都道府県，市区町村，大都市圏  

         →第３表   産業（中分類）別民営事業所数，男女別従業者数及び常用雇用者数 

－市区町村    

   

〔付加価値額〕     

平成24年経済センサス-活動調査結果 

      →事業所に関する集計    

  →産業横断的集計 

         →第2-1-2表 産業（細分類），単独・本所・支所（３区分）別民営事業所数，事業従事者数 

及び付加価値額（外国の会社及び法人でない団体を除く）－全国  

    →第2-3-2表 産業（大分類），単独・本所・支所（３区分）別民営事業所数，事業従事者数 

及び付加価値額（外国の会社及び法人でない団体を除く）－市区町村 

 

○平成24年経済センサス‐活動調査結果については、下記URLを御参照ください。 

   産業横断的集計<基本編> 

結  果 http://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/kakuho/gaiyo.htm 

要  約 http://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/kakuho/pdf/yoyaku.pdf 

概 要 http://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/kakuho/pdf/gaiyo.pdf 

統計表 http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/NewList.do?tid=000001056219 
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○経済センサスについて 

 

経済センサスは、我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の状態を全国的

及び地域別に明らかにするとともに、事業所及び企業を調査対象とする各種統計調査の精度

向上に資する母集団資料を得ることを目的として新たに創設された統計調査であり、次の２

調査で構成されています。 

・従業者規模等の基本的構造の把握に重点を置いた「経済センサス‐基礎調査」（第１回調

査を平成21年７月に総務省統計局が実施、第２回調査を平成26年７月に実施予定） 

・売上（収入）金額等の経理事項の把握に重点を置いた「経済センサス‐活動調査」（第１

回調査を平成24年２月に総務省統計局及び経済産業省が共同で実施） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

統計調査部  経済統計課  審査発表第二係  
〒１６２－８６６８  東京都新宿区若松町１９番１号  

電  話  ：  ０３－５２７３－１３８９（直通）  

ＦＡＸ  ：  ０３－５２７３－１４９８  

  ホームページＵＲＬ： http://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/index.htm  

 

 

 

※「政府統計の総合窓口（ｅ－Ｓｔａｔ）」（http://www.e-stat.go.jp/）でも統計データ等の各種情報が御覧いただけます。

本冊子に掲載されたデータを引用・転載する場合には、出典を表記（例：総務省統計局「平成 24 年経済センサス－

活動調査」より引用）をお願いいたします。 

 

＜内容に関する問合せ先＞ 

検索 経済センサス-活動調査 
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